
【表紙】
 

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成29年６月30日

【事業年度】 第46期（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

【会社名】 川重冷熱工業株式会社

【英訳名】 KAWASAKI THERMAL ENGINEERING CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　能美　伸一郎

【本店の所在の場所】 滋賀県草津市青地町1000番地

【電話番号】 ０７７－５６３－１１１１

【事務連絡者氏名】 取締役企画室長　　螺澤　雅人

【最寄りの連絡場所】
大阪市東淀川区東中島一丁目19番４号

（新大阪ＮＬＣビル）

【電話番号】 ０６－６３２５－０３００

【事務連絡者氏名】 取締役企画室長　　螺澤　雅人

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

川重冷熱工業株式会社(E01681)

有価証券報告書

 1/70



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 (千円) 15,994,049 16,773,685 16,644,058 16,762,997 17,840,821

経常利益 (千円) 188,222 471,991 452,020 487,405 773,201

当期純利益 (千円) 112,785 404,323 161,540 139,107 915,301

持分法を適用した場合の
投資利益又は投資損失(△)

(千円) 49,301 204,809 △160,722 △499,469 △90,643

資本金 (千円) 1,460,500 1,460,500 1,460,500 1,460,500 1,460,500

発行済株式総数 (千株) 16,830 16,830 16,830 16,830 16,830

純資産額 (千円) 4,009,582 4,225,413 4,283,646 4,322,822 5,143,540

総資産額 (千円) 12,604,620 12,688,837 12,626,125 12,550,987 14,059,847

１株当たり純資産額 （円） 238.82 251.72 255.23 257.62 306.55

１株当たり配当額 （円） 3.00 6.00 6.00 6.00 9.00

(内１株当たり中間配当額) （円） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 6.71 24.08 9.62 8.28 54.55

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 31.8 33.3 33.9 34.4 36.6

自己資本利益率 （％） 2.83 9.82 3.80 3.23 19.34

株価収益率 （倍） 74.66 24.92 56.65 74.88 12.04

配当性向 （％） 44.7 24.9 62.4 72.5 16.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 119,653 288,994 849,743 560,926 1,380,741

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △764,455 △211,148 △366,338 △389,068 732,282

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 364,874 △119,433 △450,336 △101,521 △101,421

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 53,748 5,543 38,605 108,941 2,120,543

従業員数 （名） 499 497 494 493 495

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については記載しておりません。
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２【沿革】

年月 事項

昭和47年３月 川崎重工業株式会社が製造・販売する空調機器・汎用ボイラのメンテサービス（改修改造工事、

メンテナンス）を目的に、川重冷熱サービス株式会社として、川崎重工業株式会社の100％出資

にて設立される。担当地域西日本地区（静岡県大井川以西）。

本社、大阪市福島区。

 建設業（管工事業、機械器具設置業、清掃施設工事業）大阪府知事許可。

昭和49年７月 建設業（管工事業、機械器具設置業、清掃施設工事業）建設大臣許可。

昭和49年11月 試験検定所設置（川崎重工業株式会社　大阪工場内）。

昭和53年７月 商号を現社名の川重冷熱工業株式会社に変更。

東日本地区（静岡県大井川以東）のメンテサービスを所管する川重東京冷熱サービス株式会社を

合併。併せて川崎重工業株式会社より同社の空調機器・汎用ボイラの営業部門の移管を受ける。

昭和53年８月 本店を大阪市東淀川区に移転。

昭和59年６月 川崎重工業株式会社より同社空調機器・汎用ボイラ製造部門（滋賀工場）の移管を受ける。

川重滋賀施設株式会社を合併。

本店を滋賀県草津市に移転。

昭和62年７月 本社事務所を本店所在地、滋賀県草津市に移転。

昭和62年10月 試験検定所を株式会社川重分析センターへ譲渡。

平成２年２月 店頭市場へ株式公開。

平成４年９月 吸収冷温水機「シグマチル」シリーズ製造販売を開始。

平成９年３月 ISO9001認証取得。

平成10年７月 吸収冷温水機シグマチルシリーズの７年間缶体保証を開始。

エンジン排熱投入型吸収冷温水機「ジェネリンク」製造販売を開始。

平成12年５月 大型貫流ボイラ「イフリート」（４T／H、５T／H、６T／H）製造販売を開始。

平成12年６月 吸収冷温水機「シグマエース」シリーズ製造販売を開始。

平成14年３月 蒸気式吸収冷凍機「蒸気式シグマエース」シリーズ製造販売を開始。

 石川島汎用ボイラ株式会社（現・株式会社IHI汎用ボイラ）とボイラ事業における業務提携を締

結。

平成14年４月 ISO14001認証取得。

平成14年12月 排熱投入型吸収冷温水機「シグマエース　ジェネリンク1.4シリーズ」製造販売を開始。

平成15年５月 省エネ改良した吸収冷温水機中型シリーズ（40冷凍トン以上75冷凍トン未満）製造販売を開始。

平成16年12月 株式をジャスダック証券取引所に上場。

平成17年２月 中型吸収冷温水機「シグマミディ」シリーズ製造販売を開始。

平成17年５月 中国の空調設備大手清華同方人工環境有限公司と合弁会社「同方川崎空調設備有限公司」を設

立。（平成25年３月、「同方川崎節能設備有限公司」に社名変更）

平成17年６月 イランMEHR社と吸収冷温水機・吸収冷凍機の技術供与契約を締結。

平成17年10月 三重効用高効率ガス吸収冷温水機の製造販売を開始。

平成19年４月 大型貫流ボイラ「イフリート」ショールームを滋賀工場に開設。

平成20年２月 ガス３社グリーン機種選定の高期間効率機「シグマエース1.43シリーズ」製造販売を開始。

平成20年３月 大型貫流ボイラ「イフリート」低NOxシリーズ製造販売を開始。

平成21年２月 ガス３社グリーン機種選定の高期間効率機「シグマエースジェネリンク1.43シリーズ」製造販売

を開始。

平成21年４月 大型貫流ボイラ業界トップのボイラ効率98％シリーズ「イフリートビート」製造販売を開始。

平成21年８月 ボイラによる未利用副生水素の有効利用システムを販売開始。

平成21年９月 大型貫流ボイラ「イフリート」貫流ボイラ初の排ガスＯ2濃度制御システムの販売開始。

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱに上場。

平成22年９月 吸収冷温水機「シグマエース1.2Rシリーズ」製造販売を開始。

平成25年１月 試験研究棟「AA Labo.」を滋賀工場に開設。

平成25年４月 吸収冷温水機「エフィシオ」シリーズ製造販売を開始。

平成25年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に

上場。

平成26年７月 超省エネルギー型ジェネリンク「エフィシオＮＺＪシリーズ」製造販売を開始

平成27年３月 大型貫流ボイラ「イフリート　フェルサ」製造販売を開始

平成27年４月 超省エネルギー型ジェネリンク「エフィシオＮＨＪシリーズ」製造販売を開始

高効率蒸気式吸収冷凍機「エフィシオＮＥＳシリーズ」製造販売を開始

平成28年10月 小型貫流ボイラ「ウィルヒート」製造販売を開始

 中国の合弁会社「同方川崎節能設備有限公司」の持分を譲渡し、同方人工環境有限公司との合弁事

業を解消
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３【事業の内容】

　当社は、平成28年10月26日に持分譲渡契約を締結し、同方人工環境有限公司との合弁会社である同方川崎節能設備

有限公司の当社持分をすべて譲渡し、同方人工環境有限公司との合弁事業を解消したため、当社は独自のグループを

有しておりません。

　当社は、当社の親会社川崎重工業株式会社を中心とした当社を含む子会社100社及び関連会社30社によって構成さ

れる企業集団に属しております。企業集団内の当社事業区分は、企業集団が営む船舶海洋事業、車両事業、航空宇宙

事業、ガスタービン・機械事業、プラント・環境事業、モーターサイクル＆エンジン事業、精密機械事業及びその他

事業の内、ガスタービン・機械事業区分に位置付けされており、空調用熱源、工場でのプロセス用熱源となる吸収冷

温水機・冷凍機と汎用ボイラの開発、製造、販売、並びに改修改造工事・メンテナンスの一貫した事業を行っており

ます。

　当社の各事業の内容は次のとおりであり、「第５　経理の状況　１　財務諸表等　(1）財務諸表　注記事項（セグ

メント情報等）」に掲げるセグメントの区分と同一であります。

（空調事業）

　主にビル、ホテル、病院、学校、地域冷暖房施設等の空調用熱源として、また、工場でのプロセス用熱源、工場空

調用熱源として使用される空調機器（吸収冷温水機・冷凍機）の開発、製造、販売並びに保守サービス、省エネ改造

工事、部品販売、薬品販売を行っております。

（ボイラ事業）

　工場でのプロセス用熱源、空調用の熱源として使用されるパッケージの大型ボイラから給湯用に使われる小型ボイ

ラまで、各種汎用ボイラの開発、製造、販売並びに保守サービス、省エネ改造工事、部品販売、薬品販売を行ってお

ります。

　なお、当社の主な関連当事者としては、親会社の川崎重工業株式会社、親会社の子会社である川重商事株式会社が

あります。

　以上に述べた事項を図示しますと次のとおりとなります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
又は
出資金

主要な事業の内容

議決権の被所有(所有)割合
役員の
兼任等
（人）

関係内容
被所有割合
（％）

所有割合
（％）

（親会社）        

川崎重工業㈱

＊２
神戸市中央区

千円

104,484,658

船舶海洋、車両、航空
宇宙、ガスタービン・
機械、プラント・環
境、モーターサイク
ル＆エンジン、精密機
械、その他の各事業

83.53 － 12

当社製品を同社は購入
しております。
当社は同社と資金の借
入・貸付をしておりま
す。

　（注）　１　主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

　　　　＊２　有価証券報告書を提出しております。

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

平成29年３月31日現在
 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

495 40.6 16.1 6,693

 

セグメントの名称 従業員数（人）

空調事業 223  

ボイラ事業 136  

報告セグメント計 359  

全社（共通） 136  

合計 495  

　（注）１　従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　全社（共通）として記載されている従業員数は、各報告セグメントに属していない営業及び管理部門のもの

であります。

(2）労働組合の状況

　当社の労働組合は、川重冷熱労働組合と称し、上部団体は日本基幹産業労働組合連合会（略称　基幹労連）であ

ります。

　組合とは、信頼関係を基礎に労働協約を締結し、労働条件その他労使間の重要問題について労働協議会・生産協

議会等を開催し、相互の理解と隔意ない意見交換により円満に解決をはかっております。

　平成29年３月31日現在の組合員数は400人であります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　わが国経済は、政府及び日銀の各種政策の効果などから雇用環境や企業収益は緩やかな回復基調で推移いたしまし

た。一方、世界経済は、中国並びに新興国経済の停滞や、英国のＥＵ離脱、米国新大統領の政策など、今後の展開や

影響に一層の注意が必要な状況となっています。

　当社を取り巻く事業環境は、設備投資は全体として持ち直しの動きに足踏みがみられるものの、熱源設備（吸収冷

温水機・ボイラ）の需要は横這いから、やや微増で推移いたしました。

　このような事業環境の下、当社が近年注力している保守点検・改修改造工事（以下、メンテナンス工事）が順調に

推移したこと等により当事業年度における受注高は、前期比５億11百万円増加の178億67百万円、売上高は、前期比

10億77百万円増加の178億40百万円となりました。

　セグメント別には次のとおりです。

　空調事業では、受注高はメンテナンス工事の受注が好調に推移したものの、競争が激化している吸収冷温水機の

シェアが伸び悩んだこと等により、前期比１億25百万円減少の113億66百万円となりました。売上高は吸収冷温水機

の付帯工事付物件並びにメンテナンス工事の増加により、前期比５億28百万円増加の116億35百万円となりました。

　ボイラ事業では、受注高は貫流ボイラ機器並びにメンテナンス工事の受注が好調に推移したことにより、前期比６

億36百万円増加の65億円となりました。また売上高はメンテナンス工事の増加により、前期比５億49百万円増加の62

億５百万円となりました。

　利益面では、営業利益は、機器に付帯工事付の大型物件があったこと並びにメンテナンス工事が増加したこと等に

より、前期比３億55百万円好転の７億67百万円、経常利益は、前期比２億85百万円好転の７億73百万円となりまし

た。当期純利益は、特別利益として中国での合弁事業解消に伴う関係会社出資金売却益２億38百万円並びにそれに伴

う為替差益93百万円を計上したことにより、前期比７億76百万円好転の９億15百万円となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　営業活動によるキャッシュ・フローは13億80百万円（前期は５億60百万円）となりました。主な資金の増加項目

は、税引前当期純利益の計上による11億５百万円（同３億66百万円）、仕入債務の増加による３億79百万円（同△２

億79百万円）及び非資金項目である減価償却費による３億19百万円（同２億96百万円）によるものであり、主な資金

の減少項目は関係会社出資金売却益△２億38百万円及び受注損失引当金△１億63百万円（同38百万円）等でありま

す。

　投資活動によるキャッシュ・フローは７億32百万円（前期は△３億89百万円）となりました。主な資金の増加項目

は、関係会社出資金の売却による収入９億63百万円によるものであり、主な資金の減少項目は、有形固定資産の取得

による支出△１億88百万円（同△３億33百万円）等であります。

　また、財務活動によるキャッシュ・フローは△１億１百万円（前期は△１億１百万円）となりました。これは、配

当金の支払い△１億円（同△99百万円）等に伴う資金の減少があったことによるものであります。

　この結果、当事業年度末の「現金及び現金同等物」は、前事業年度末に比べ20億11百万円増加し21億20百万円（前

期は１億８百万円）となりました。

　なお、資金調達及び運用については、川崎重工グループで運用されておりますＣＭＳ（キャッシュ・マネジメン

ト・システム）により行っております。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当事業年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（千円） 前期比（％）

空調事業 11,635,739 4.8

ボイラ事業 6,205,081 9.7

合計 17,840,821 6.4

　（注）１　金額は販売価格によっております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注実績

　当事業年度の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円） 前期比（％） 受注残高（千円） 前期比（％）

空調事業 11,366,247 △1.1 3,286,602 △7.6

ボイラ事業 6,500,959 10.9 1,777,056 20.0

合計 17,867,206 2.9 5,063,659 0.5

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当事業年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（千円） 前期比（％）

空調事業 11,635,739 4.8

ボイラ事業 6,205,081 9.7

合計 17,840,821 6.4

　（注）１　総販売実績に対し10％以上に該当する販売先はありません。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1）経営方針

　当社は、「エクセレントカンパニーの構築」を目指し、顧客のニーズにあった商品を業界一流の技術で提供するこ

とにより適正利益を確保し、株主に適正な配当を行うとともに、従業員及び全事業従事者のために人間性豊かでゆと

りのある業務遂行と暮らしを創造し続けながら、社会に貢献することを基本に運営しております。

 

(2）経営戦略等

　ボイラ・吸収冷温水機を核として、多様化する一次エネルギーや省エネルギー要求に対応する商品・システム開発

を推進し、熱源機器メーカとして社会に貢献してまいります。機器及びシステムの一層の高効率化による競合他社と

の差別化・提案営業の強化や、未利用エネルギーの有効活用を行い、国内・海外市場での事業規模拡大を図るととも

に、メンテナンス商品の拡充を図り、ストックビジネスでの安定した収益の拡大を図ります。

 

(3）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当社の目標とする経営指標は、投資家の期待に応える利益を稼得することを目的として、売上高経常利益率ととも

に資本効率を測る指標である投下資本利益率（ＲＯＩＣ）を採用しております。売上高経常利益率及びＲＯＩＣの最

大化を目指す中で、利益の拡大と同時に、投下資本の効率化を図ることにより、財務体質も強化してまいります。

 

(4）経営環境並びに事業上及び財務上の対処すべき課題

　当社を取り巻く事業環境は、東日本大震災以降のエネルギー事情の変化により、エネルギー利用方法の多様化・分

散化・効率化が求められるようになりました。当社は、省電力・省エネルギー・省CO2など環境対策を核としたソ

リューション提案営業を積極的に展開し、エネルギー自由化時代に向けてより高度な技術要求に応えるよう努めてま

いります。

　空調事業では、エネルギー利用の多様化や電力需要のピークカット効果の観点からガスや温水・排熱を利用可能な

吸収冷温水機が見直されております。この様な中で、当社は「省電力」「高効率」「排熱の高度利用」をキーワード

に、機器単体のみでなく空調設備全体の省エネルギーを提案するソリューション営業活動の更なる強化に取り組んで

まいります。また、主力機種である吸収冷温水機「エフィシオ」については、平成27年４月の主要機種ラインアップ

完了により、業界トップレベルの高性能・高効率を前面に、更なる拡販に努めてまいります。

　一方、ボイラ事業では、貫流ボイラを中核製品と位置づけ、大型貫流ボイラ「イフリート」に続き、小型貫流ボイ

ラ「ＷＩＬＬＨＥＡＴ（ウィルヒート）」を業界最長となる15年の長期保証付きで平成28年10月に販売開始し、お客

様の高効率・省エネルギーへの要望に幅広くお応えすることでこの市場でのシェアアップを図ってまいります。ま

た、「排熱の高度利用」を目指し、川崎重工グループのガスタービン、ガスエンジンを中心に、排熱ボイラ「Ｒ

Ｇ」、「ＲＦ」を積極的に採用いただけるよう取り組んでまいります。海外事業については、マレーシアにおける海

外営業拠点を活用し、東南アジア市場でも、機器・メンテナンスを合わせた営業活動を展開し、事業拡大に努めてま

いります。

　両事業に関連するメンテナンス工事については、当社の空調・ボイラ機器本体に加え、付帯設備まで幅を広げたメ

ンテナンス体制を構築することで、事業の拡大を推進してまいります。また、当社の空調・ボイラ機器の高信頼性、

耐久性の特長を活かした製品保証付きメンテナンス契約の提案活動を積極的に展開する等により、更なる売上の増加

に努めてまいります。
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４【事業等のリスク】

　当社の事業等のリスクの重要なものは以下のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

（景気変動のリスク）

　　当社製品に対する需要は、大型ビルの建設、空調設備の改修件数、工場等の設備投資規模等に連動する傾向があ

り、景気変動により、受注状況が変動し、それによって当社の事業活動や業績に影響がでる可能性があります。

（原材料価格上昇のリスク）

　　当社製品は、鋼材や銅材をはじめとした諸材料を使用しており、その価格上昇により利益が圧迫される可能性が

あります。

（海外情勢等のリスク）

　　当社は製品の一部を輸出しております。従って、海外の経済情勢、紛争、政変等により影響を受ける可能性があ

ります。

（大規模災害のリスク）

　　地震、落雷、火災、風水害、パンデミック等の各種災害が発生する可能性があり、このような災害により事業活

動に影響がでる可能性があります。

（情報漏洩のリスク）

　　コンピューターウイルスによる攻撃、不正アクセス、盗難等により機密情報が漏洩した場合、それによって当社

の事業活動に影響がでる可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1）技術供与契約

相手方の名称 国名 契約品目 契約の内容 契約期間 対価

GIKOKO KOGYO

INDONESIA社
インドネシア 炉筒煙管ボイラ 製造実施権供与

平成８年９月から

平成30年２月まで

契約時一定額及び
生産量の一定率

MEHR ASL

MANUFACTURING社
イラン

吸収冷温水機
・冷凍機

製造実施権供与
平成17年11月から
平成29年11月まで

契約時一定額及び
生産量の一定率

 

(2）業務提携

相手方の名称 国名 契約品目 契約の内容 契約期間 対価

株式会社IHI汎用
ボイラ

日本 汎用ボイラ全般 業務提携
平成14年３月から

平成30年３月まで
－

 

(3）持分譲渡契約

　当社は、平成28年10月26日に持分譲渡契約を締結し、同方人工環境有限公司（以下、人工環境）との合弁会社で

ある同方川崎節能設備有限公司（以下、同方川崎）の当社持分をすべて譲渡し、人工環境との合弁事業を解消いた

しました。また、同契約により技術供与契約も解除しております。

 

１．合弁事業解消の理由

　人工環境が当社の事業展開領域にないヒートポンプ熱供給事業を推進することに対し、当社は合弁におけるシナ

ジー効果が薄れると判断いたしました。

 

２．持分譲渡先の名称

持分譲渡先 当社持分の譲渡割合

同方人工環境有限公司 80％

霍爾果斯清能股権投資管理有限合伴企業 ※ 20％

※ 同方川崎の管理者層が出資し設立した会社。

 

３．合弁会社の概要

（１）名称 同方川崎節能設備有限公司

（２）事業内容 吸収式冷温水機・ヒートポンプ等の製造、販売、アフターサービス

（３）会社との取引関係 当社製品の販売

 

４．売却価額及び売却損益

（１）売却価額　60百万人民元（円貨額　９億９百万円）

（２）売却益　　２億38百万円

　　　売却価額の円貨額は１人民元＝15.15円のレートにより換算しております。
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６【研究開発活動】

　当事業年度は、幅広い市場ニーズにお応えできるよう、新型機種の開発や次期モデル機の開発を行いました。また

将来事業を見据えた次世代モデル機の開発にも力を入れております。

　当事業年度における研究開発費は３億10百万円であり、事業区分別の研究開発活動は次のとおりであります。

 

　　(空調事業)

　空調事業では、二重効用として世界最高の効率を誇る「エフィシオ」シリーズの後継機種となる次期モデル機の開

発に向け、熱交換技術等の要素研究に取り組みました。また、将来事業を見据えた次世代吸収冷温水機の要素研究や

新用途開拓にも力を入れております。

　当事業に係る研究開発費は、２億36百万円であります。

 

　　(ボイラ事業)

　ボイラ事業では、高効率を維持したままで高性能化、省電力化およびコンパクト化を実現した小型貫流ボイラの新

型機種「ＷＩＬＬＨＥＡＴ（ウィルヒート）」の開発に取り組み、平成28年10月に販売を開始しました。また、需要

が増加しているコージェネレーションシステム向けの製品として川崎重工業株式会社製ガスタービンに対応する排熱

ボイラを中心に、設計の最適化・低コスト化に取り組みました。

　当事業に係る研究開発費は、74百万円であります。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しております。この

財務諸表の作成にあたりまして、一部、見積り及び合理的判断に基づく数値を含んでおり、これらは、過去の実績

等を勘案して合理的に判断しております。

 

(2）財政状態の分析

（流動資産）

　当事業年度末における流動資産の残高は105億94百万円で、前事業年度末に比べ20億68百万円増加いたしまし

た。この主な要因は、短期貸付金の増加によるものであります。

（固定資産）

　当事業年度末における固定資産の残高は34億65百万円で、前事業年度末に比べ５億59百万円減少いたしました。

この主な要因は、関係会社出資金の減少によるものであります。

（流動負債）

　当事業年度末における流動負債の残高は62億９百万円で、前事業年度末に比べ５億４百万円増加いたしました。

この主な要因は、仕入債務の増加によるものであります。

（固定負債）

　当事業年度末における固定負債の残高は27億７百万円で、前事業年度末に比べ１億83百万円増加いたしました。

この主な要因は、退職給付引当金の増加によるものであります。

（純資産）

　当事業年度末における純資産の残高は51億43百万円となり、前事業年度に比べ８億20百万円増加いたしました。

この主な要因は、当期純利益の計上により利益剰余金が増加したことによるものであります。
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(3）キャッシュ・フローの分析

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりです。

　当事業年度末の「現金及び現金同等物」は、前事業年度末に比べ20億11百万円増加し21億20百万円（前期は１億

８百万円）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは13億80百万円（前期は５億60百万円）となりました。主な資金の増加項目

は、税引前当期純利益の計上による11億５百万円（同３億66百万円）、仕入債務の増加による３億79百万円（同△

２億79百万円）及び非資金項目である減価償却費による３億19百万円（同２億96百万円）によるものであり、主な

資金の減少項目は関係会社出資金売却益△２億38百万円及び受注損失引当金△１億63百万円（同38百万円）等であ

ります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは７億32百万円（前期は△３億89百万円）となりました。主な資金の増加項

目は、関係会社出資金の売却による収入９億63百万円によるものであり、主な資金の減少項目は、有形固定資産の

取得による支出△１億88百万円（同△３億33百万円）等であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは△１億１百万円（前期は△１億１百万円）となりました。これは、配当金

の支払い△１億円（同△99百万円）等に伴う資金の減少があったことによるものであります。

 

(4）経営成績の分析

（売上高）

　当事業年度における売上高は、空調事業で吸収冷温水機の付帯工事付物件並びにメンテナンス工事の増加したこ

と、ボイラ事業でメンテナンス工事の増加したことにより、前事業年度より6.4％の増加となりました。

（売上原価、販売費及び一般管理費）

　売上原価は、前事業年度より空調事業・ボイラ事業共に大口の好採算案件が増加したこと等により、売上高に対

する比率は前事業年度より1.9％減少し、73.5％となりました。

　販売費及び一般管理費は、サービス営業活動費用等の増加により、売上高に対する比率は前事業年度より0.1％

増加し、22.2％となりました。

（営業利益、経常利益及び当期純利益）

　以上の結果、当事業年度の利益については、売上高営業利益率は前事業年度より1.8％増加し、4.3％となりまし

た。売上高経常利益率は前事業年度より1.4％増加し、4.3％となりました。売上高当期純利益率につきましては、

特別利益として中国での合弁事業解消に伴う関係会社出資金売却益並びにそれに伴う為替差益を計上したことによ

り、前事業年度より4.3％増加し、5.1％となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度の設備投資につきましては、生産性向上の設備並びに経常設備など総額328,064千円（無形固定資産に

係るものを含む）の投資を実施いたしました。

　なお、重要な設備の売却あるいは除却はありません。

　当事業年度の主要な設備投資は次のとおりであります。

事業所名 セグメントの名称 設備の内容
投資金額
（千円）

目的

滋賀工場 空調事業及びボイラ事業 タレットパンチプレス 47,990 生産性の向上

滋賀工場 ボイラ事業 プロジェクション溶接装置 34,500 生産性の向上

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【主要な設備の状況】
平成29年３月31日現在

 

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

帳簿価額

従業
員数
（名）

土地 建物
構築物
（千円）

機械装置
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）面積

（㎡）
金額
（千円）

面積
（㎡）

金額
（千円）

生産

設備

滋賀工場(本店)
(滋賀県草津市)

空調事業
ボイラ事業
全社（共通）

129,705 225,316 32,723 485,747 199,382 840,236 395,798 2,146,481 221

 
大阪本社
西日本支社
(大阪市東淀川区)

同上 － － (1,119) 6,463 － － 15,425 21,889 59

 
東京本社
東日本支社
(東京都江東区)

同上 － － (1,568) 16,051 － － 18,197 34,249 82

 
札幌支店
(札幌市中央区)

同上 － － (177) 656 － － 2,883 3,540 7

 
仙台支店
(仙台市青葉区)

同上 － － (199) 297 － － 3,792 4,090 13

 
北関東支店
(埼玉県白岡市)

同上 － － (367) 279 － － 3,635 3,914 13

 
新潟支店
(新潟市東区)

同上 － － (119) 493 － － 819 1,312 5

 
中日本支社
(名古屋市西区)

同上 － － (473) 372 0 － 6,149 6,522 28

その他

の設備

金沢支店
(石川県野々市市)

同上 － － (164) 383 － － 1,927 2,311 8

 
京滋支店
(滋賀県守山市)

同上 － － (217) － － － 919 919 9

 
神戸支店
(神戸市兵庫区)

同上 － － (253) 442 － － 1,608 2,051 9

 
広島支店
(広島市中区)

同上 － － (145) 150 － － 734 885 7

 
高松支店
(香川県高松市)

同上 － － (180) － － － 626 626 10

 
福岡支店
(福岡市博多区)

同上 － － (171) 2,631 － － 1,494 4,125 11

 
松本出張所
(長野県松本市)

同上 － － (129) － － － 750 750 4

 
静岡出張所
(静岡市駿河区)

同上 － － (118) 44 － － 390 434 5

 
岡山出張所
(岡山市北区)

同上 － － (146) － － － 2,012 2,012 4

 
社員寮
(滋賀県草津市)

全社（共通） 2,516 5,014 787 154,280 4,002 － 496 163,794 －

　（注）１　「その他」の内訳は、車両運搬具10,784千円、工具、器具及び備品187,517千円、建設仮勘定8,185千円、商

標権343千円、ソフトウェア220,017千円、ソフトウェア仮勘定18,258千円、電話加入権12,557千円でありま

す。

２　上記中（　）内は賃借中のものであり、外数であります。その賃借料は193,343千円であります。

３　上記の他、リース設備としては下記のものがあります。

名称
セグメントの
名称

数量（台） 年間リース料（千円） リース契約残高（千円）

複合機等ＯＡ機器

空調事業

ボイラ事業
全社（共通）

9 257 9

社用車 同上 173 57,617 106,297
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　重要な設備の新設等の計画は、下記のとおりであります。

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容 目的
投資予定金額(千円)

資金調
達方法

着手年月
完了予定
年月

総額 既支払額

滋賀工場
(草津市)

空調事業

及び

ボイラ事業

製品倉庫建設工事 生産性の向上 180,000 － 自己資金
平成29年
３月

平成29年
９月

滋賀工場
(草津市)

 

空調事業

 

低温胴自動拡管機 生産性の向上 67,500 － 自己資金
平成29年
６月

平成30年
２月

滋賀工場
(草津市)

 

空調事業

 

高温胴溶接ロボット 生産性の向上 44,100 － 自己資金
平成29年
６月

平成30年
２月

滋賀工場
(草津市)

 

空調事業

 

ＮＣパイプベンダー 生産性の向上 39,950 39,950 自己資金
平成28年
９月

平成29年
６月

合計 － － － 331,550 39,950 － － －

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）重要な設備の除却等

　特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 56,000,000

計 56,000,000

（注）平成29年６月29日開催の第46期定時株主総会において、当社普通株式について２株を１株に併合する旨、及び株式

　　　併合の効力発生日(平成29年10月１日)をもって、発行可能株式総数を56,000,000株から28,000,000株に変更する定

　　　款変更を行う旨承認可決されました。

 

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

（平成29年３月31日）

提出日現在
発行数(株)

（平成29年６月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 16,830,000 16,830,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

株主としての権利内容に制
限のない、標準となる株式
（単元株式数1,000株）

計 16,830,000 16,830,000 － －

（注）平成29年６月29日開催の第46期定時株主総会において、株式併合の効力発生日(平成29年10月１日)をもって、単元

　　　株式数を1,000株から100株に変更する定款変更を行う旨承認可決されました。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成２年11月20日 1,530,000 16,830,000 － 1,460,500 － 1,228,500

　（注）　無償新株式発行　株主割当　　１：0.1

（６）【所有者別状況】

平成29年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) － 1 － 43 － － 278 322 －

所有株式数
（単元）

－ 1 － 14,545 － － 2,230 16,776 54,000

所有株式数
の割合(％)

－ 0.01 － 86.70 － － 13.29 100.00 －

　（注）　自己株式51,276株は、「個人その他」に51単元、「単元未満株式の状況」に276株含まれております。
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（７）【大株主の状況】

  平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

川崎重工業株式会社 神戸市中央区東川崎町１丁目１番３号 13,970 83.01

川重冷熱取引先持株会 滋賀県草津市青地町1000番地 1,423 8.46

宗教法人萬福寺 神戸市北区山田町小部字藤木谷17番地 100 0.59

川重冷熱従業員持株会 滋賀県草津市青地町1000番地 66 0.39

株式会社シガＭＥＣ 滋賀県栗東市高野265番４号 59 0.35

日本汽力株式会社 大阪市中央区北浜東２番16号 59 0.35

丸茶株式会社 東京都中央区京橋２丁目８番10号 44 0.26

株式会社二葉工業所 岐阜県岐阜市石切町37番地 37 0.22

株式会社工成舎 札幌市西区発寒十三条12丁目３番45号 30 0.18

古市　一雄 千葉県鴨川市 30 0.18

計 － 15,818 93.99

　（注）　上記のほか当社所有の自己株式51千株（0.30％）があります。

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式    51,000

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,725,000 16,725 －

単元未満株式 普通株式    54,000 － １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 16,830,000 － －

総株主の議決権 － 16,725 －

　（注）　単元未満株式数には当社所有の自己株式276株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）
川重冷熱工業株式会社

滋賀県草津市
青地町1000番地

51,000 － 51,000 0.30

計 － 51,000 － 51,000 0.30

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号による普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 1,099 705

当期間における取得自己株式 － －

　（注）当期間における取得自己株式には、平成29年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含めておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 51,276 － 51,276 －

　（注）当期間における処理自己株式及び保有自己株式数には、平成29年６月１日から有価証券報告書提出日までの単

元未満株式の買取りによる株式は含めておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主に対する配当の継続を経営の重要政策の一つとして位置付けており、企業体質の強化を図りつつ業績

向上に邁進する所存であります。この観点に立って、収益状況のみならず財務体質、将来の事業展開等を総合的に勘

案しながら、適正な配当を決定していくことを基本方針としております。

　当社の剰余金の配当は、年１回の期末配当を行うことを基本的な方針とし、配当の決定機関は、株主総会でありま

す。

　当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記の方針のもと１株当たり９円とし、配当後の内部留保資金の使途

につきましては、今後の事業展開への備え等としていくこととしております。

　なお、当社は会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として中間配当

をすることができる旨を定款に定めております。

　（注）　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

平成29年６月29日

定時株主総会決議
151,008 9.00

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

最高（円） 525 600 704 658 693

最低（円） 481 483 491 515 610

　（注）　最高・最低株価は、平成25年７月16日より東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであ
り、それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成28年10月 平成28年11月 平成28年12月 平成29年１月 平成29年２月 平成29年３月

最高（円） 670 658 665 639 652 670

最低（円） 635 624 628 630 630 645

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

EDINET提出書類

川重冷熱工業株式会社(E01681)

有価証券報告書

19/70



５【役員の状況】

男性１２名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

代表取締役

社長
－ 能美　伸一郎

昭和29年

10月30日生

昭和56年４月 川崎重工業株式会社　入社

(注)３ 2

平成16年４月 同社　ガスタービンビジネスセンター　産業ガ

スタービンシステム総括部システム業務部業務

グループ長

平成18年10月 出向　Kawasaki Gas Turbine Europe GmbH

平成21年４月 川崎重工業株式会社　理事　ガスタービンビジ

ネスセンター　産業ガスタービンシステム総括

部システム業務部長　兼　コストダウン推進室

長

平成22年４月 同社　理事　ガスタービンビジネスセンター

産業ガスタービンシステム総括部長　兼　コス

トダウン推進室長

平成23年４月 同社　理事　ガスタービンビジネスセンター

副センター長　兼　産業ガスタービンシステム

総括部長

平成25年４月 同社　理事　ガスタービン・機械カンパニー　

エネルギーソリューション本部長

平成27年１月 同社　理事嘱託　ガスタービン・機械カンパ

ニー付

平成27年４月 当社　出向　理事　技術総括室副室長

平成27年６月 当社　出向　取締役　技術総括室長

平成27年７月 当社　転籍　取締役　技術総括室長

平成28年６月 当社　代表取締役社長（現在)

常務取締役 生産総括室長 篠原　進
昭和34年

６月２日生

昭和58年４月 当社　入社

(注)３ 3

平成16年４月 当社　空調技術総括室　空調技術部長

平成19年４月 当社　技術総括室長

平成23年４月 当社　営業・サービス総括室副室長

平成26年６月 当社　理事　生産総括室長

平成27年６月

平成29年６月

当社　取締役　生産総括室長

当社　常務取締役　生産総括室長（現在）

取締役 － 治良　整
昭和30年

８月４日生

昭和56年４月

平成11年４月

 
平成14年４月

川崎重工業株式会社　入社

同社　ジェットエンジン事業部海外業務部第一

業務グループ長

出向　Kawasaki Gas Turbine Europe GmbH

(注)３ 7

平成18年10月 川崎重工業株式会社　ガスタービン・機械カン

パニー　ガスタービンビジネスセンター産業ガ

スタービンシステム総括部システム業務部海外

業務課長

平成23年５月 出向　Kawasaki Motors Corp.,U.S.A.

平成26年６月 当社　出向　理事　営業・サービス総括室付

平成26年６月 当社　出向　取締役　営業・サービス総括室長

平成26年７月

平成28年６月

当社　転籍　取締役　営業・サービス総括室長

当社　取締役（現在）

取締役 企画室長 螺澤　雅人
昭和35年

５月20日生

昭和58年４月 川崎重工業株式会社　入社

(注)３ －

平成15年４月 同社　財務経理部　全社経理グループ長

平成15年７月 同社　財務経理部　主計グループ長

平成16年11月 同社　航空宇宙カンパニー　企画本部　管理

部　基幹職

平成21年５月 同社　企画管理本部　関連企業総括部　基幹職

平成22年６月 当社　社外取締役

平成24年６月 当社　社外取締役退任

平成24年９月 川崎重工業株式会社　監査部　業務監査課長

平成26年10月 当社　出向　企画室副室長

平成27年４月 当社　出向　企画室副室長　兼　経営管理部長

平成28年６月

 
平成29年４月

当社　出向　取締役　企画室長　兼　経営管理

部長

当社　出向　取締役　企画室長（現在）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役
営業・サービ

ス総括室長
植村　博

昭和36年

７月29日生

昭和59年４月 当社　入社

(注)３ 4

平成13年４月 当社　広島支店長

平成16年４月 当社　営業・サービス総括室　東京支社長

平成21年４月

平成25年１月

平成25年４月

当社　企画室　経営管理部長

出向　同方川崎節能設備有限公司　総経理

当社　理事　出向　同方川崎節能設備有限公司

総経理

平成28年４月 当社　理事　営業・サービス総括室副室長

平成28年６月 当社　取締役　営業・サービス総括室長

（現在）

取締役 － 細川　勝伸
昭和39年

11月17日生

昭和62年４月 川崎重工業株式会社　入社

(注)３ －

平成16年６月 同社　総務部　保険グループ長

平成20年10月 同社　ガスタービン・機械カンパニー　機械ビ

ジネスセンター　管理部　業務課長

平成22年９月 同社　ガスタービン・機械カンパニー　機械ビ

ジネスセンター　管理部　企画・管理課長　

兼　企画本部　企画部　基幹職

平成24年４月 同社　ガスタービン・機械カンパニー　機械ビ

ジネスセンター　管理部長　兼　企画本部　管

理部　基幹職

平成28年４月 同社　理事　ガスタービン・機械カンパニー　

企画本部長　兼　企画部長（現在）

平成28年６月 当社　取締役（現在）

取締役 － 坂部　彰一
昭和26年

１月１日生

昭和48年４月 川崎重工業株式会社　入社

(注)３ －

平成９年６月 同社　機械・環境・エネルギー事業本部　ボイ

ラ事業部　管理部　管理課長

平成10年４月

 
平成12年10月

 
 

平成17年４月

平成19年３月

平成19年４月

平成19年６月

平成24年６月

平成28年６月

平成29年６月

平成29年６月

同社　機械・環境・エネルギー事業本部　ボイ

ラ事業部　管理部　管理・経理グループ長

同社　プラントエンジニアリング事業本部　パ

ワープラント事業部　管理部長　兼　管理・経

理グループ長

出向　川崎エンジニアリング株式会社

川崎重工業株式会社　退職

川崎設備工業株式会社　執行役員　管理本部長

同社　常務取締役　管理本部長

同社　代表取締役社長

同社　代表取締役会長

同社　相談役（現在）

当社　取締役（現在）

取締役 － 秋岡　稔
昭和26年

６月15日生

昭和51年４月 川崎重工業株式会社　入社

(注)３ －

平成７年４月 同社　機械事業本部　精機事業部　管理部　管

理課長

平成11年４月

 
 

平成13年４月

 
 
 

平成21年４月

平成22年４月

平成26年４月

平成27年３月

平成29年６月

同社　汎用機事業本部　精機事業部　管理部　

管理グループ長　兼　企画室　関連企業部　参

与

同社　ガスタービン・機械カンパニー　企画本

部　管理部　基幹職　兼　精機ビジネスセン

ター　業務部長　兼　精機ビジネスセンター　

業務部　管理グループ長

同社　理事　企画管理本部　経理部長

同社　執行役員　財務本部長

同社　嘱託　総務本部

同社　退職

当社　取締役（現在）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

監査役

（常勤）
－ 内藤　剛

昭和31年

５月23日生

昭和56年４月 川崎重工業株式会社　入社

(注)４ 2

平成12年４月 同社　ガスタービン・機械事業本部ガスタービ

ン事業部業務計画部第一業務グループ長

平成15年４月 同社　ガスタービンビジネスセンター システ

ム総括部システム業務部業務グループ長

平成17年４月 同社　ガスタービンビジネスセンター産業ガス

タービンシステム総括部発電プロジェクト部プ

ロジェクト管理グループ長

平成19年５月 同社　ガスタービン・機械カンパニーCSR部副

部長

平成22年４月 同社　ガスタービン・機械カンパニー コンプ

ライアンス部長

平成26年４月 同社　ガスタービン・機械カンパニー コンプ

ライアンス部付

平成26年６月 同社　退職

平成26年６月 当社　監査役（現在）

監査役 － 東風　龍明
昭和35年

10月28日生

昭和63年４月

 

大阪弁護士会弁護士登録

関西法律特許事務所　勤務
(注)４ －

平成６年４月 東風法律事務所開設（現在）

平成22年６月 当社　監査役（現在）

監査役 － 恩塚　昭雄
昭和38年

７月２日生

昭和61年４月 川崎重工業株式会社　入社

(注)５ －

平成18年４月 同社　ガスタービン・機械カンパニー　ガス

タービンビジネスセンター　資材部　機器課長

平成25年４月 同社　ガスタービン・機械カンパニー　ガス

タービンビジネスセンター　資材部長　兼　資

材部　企画課長

平成29年４月 同社　ガスタービン・機械カンパニー　コンプ

ライアンス部長（現在）

平成29年６月 当社　監査役（現在）

監査役 － 川本　和弘
昭和43年

５月４日生

平成４年４月 川崎重工業株式会社　入社

(注)５ －

平成４年６月 同社　人事本部　労働部　労働企画課

平成10年６月

 

同社　汎用機事業本部　明石事務所　勤労グ

ループ

平成14年７月

平成20年４月

平成25年10月

 
 

平成26年３月

 
平成27年６月

平成28年３月

同社　人事労政部　人事・教育グループ

同社　関連企業部　基幹職

同社　航空宇宙カンパニー　コンプライアンス

部　兼　航空宇宙カンパニー　企画本部　経営

企画部　企画課　基幹職

同社　企画本部　関連企業総括部　基幹職（現

在）

当社　監査役

当社　監査役　辞任

平成29年６月 当社　監査役（現在）

計 18

（注）１　取締役、坂部彰一、秋岡稔の両氏は、社外取締役であります。

２　監査役、内藤剛、東風龍明の両氏は、社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成30年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

４　監査役の任期は、平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成30年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

５　監査役の任期は、平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成33年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

 当社は、企業競争力強化の観点から経営判断の迅速化を図ると同時に、取締役相互の経営監視とコンプライアン

スの徹底に取り組み、経営のチェック機能の充実により経営の透明性を高め、ステークホルダーの期待に応えてい

くことをコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方としております。

 

①企業統治の体制

＜企業統治の体制の概要＞

　当社は、効率的かつ健全な企業活動を重要課題と認識し、諸施策に取り組んでおり、選任している取締役８名の

内、２名を社外取締役として業務執行の監督機能を充実させております（提出日現在）。また、当社は、経営の監

督機能として監査役制度を採用しており、監査役４名の内、２名を社外監査役として経営監督機能の充実に努めて

おります（提出日現在）。さらに、社内に内部統制推進部門を設置して、内部統制システムの構築と運用を行うと

ともに、監査部を設置して、内部監査機能の充実を図っております。監査部は、監査役と連携をとり、社内の業務

執行の妥当性、効率性、健全性を幅広く検証し、社長に対して細かな経営に対する助言、提言を行うこととしてお

ります。

　なお、取締役２名並びに監査役２名は、当社の親会社である川崎重工業株式会社の従業員であり、グループ経営

における認識の統一を図り、業務の適正性を確保しております。

　また、毎月１回の取締役会に加えて役員会及び経営会議を開催し、経営の意思決定を迅速かつ的確に行えるよう

努めております。

　リスク管理面では、経営に重大な影響を及ぼす重要リスクの把握とその対応を行うため、リスク管理に関する社

則を制定し、リスクマネジメントの充実を図っております。具体的には、社長を委員長とするリスク管理委員会を

設置して、リスク管理を充実させるための各種施策を審議し、リスクへの対応状況及びリスク管理の運用状況をモ

ニタリングしております。

　企業倫理や法令遵守の徹底については、企業倫理に関する社則を制定し、社内での意識向上に取り組んでおりま

す。具体的には、社長を委員長とし、常勤取締役を委員とする企業倫理委員会を定期的に開催しております。

　ＣＳＲ活動については、企業倫理委員会の下部組織として社長を委員長とするＣＳＲ委員会を設置して、企業倫

理委員会で決定した基本方針または指示の実施要領を作成し、定期的に活動全般の運用状況の確認、教育・啓発活

動を行っております。また、内部通報・相談窓口を設置して、外部の弁護士及び常勤監査役を窓口とする内部通

報・相談制度を定めております。

 

（当社における経営管理組織及びコーポレート・ガバナンス体制の状況　提出日現在）
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＜企業統治の体制を採用する理由＞

　当社は、経営監視機能の客観性及び中立性を確保することを目的として、２名の社外取締役及び２名の社外監査

役を選任するとともに、財務報告の信頼性を確保するため財務及び会計に関する相当程度の知見を有する監査役を

選任した上で、常勤監査役と社外監査役との情報共有を行い、経営監視機能の充実を図っています。

　また、企業価値を向上させるとの見地にたって、重要な経営方針、経営戦略、経営課題等の審議を行うため、毎

月１回の取締役会に加えて役員会及び経営全般における社長の諮問機関として経営会議を設置しており、現状では

この体制を採用するのが適当であると判断しております。

 

＜内部統制システムの整備の状況＞

 当社は、会社法第362条第５項に基づき、取締役会において、内部統制システム構築の基本方針を決議し、その

後、実施状況及び諸情勢の変化等に応じて、必要な整備を実施する。

 また、内部統制システムの運用状況については、期末に評価を行い、適切に運用されていることを確認する。

 

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

 取締役及び使用人に対して、「川重冷熱工業企業倫理規則」で規定する「企業人としての倫理規範の実践」、

「人格・人権の尊重と差別の禁止」、「環境保全の促進」、「法令及び会社のルールの遵守」及び「適正な会計処

理及び財務報告の信頼性の確保」といった「企業倫理の基本理念」を義務付け、法令及び定款を始めとする当社の

諸規則等を遵守することを徹底する。

　そして、社長を委員長とする「企業倫理委員会」、「ＣＳＲ委員会」を設置して全社にわたるコンプライアンス

体制を構築し、法令及び定款の遵守に関する教育・啓発活動を継続的に実施する。

　一方、使用人が法令及び定款違反或いは、社会通念に反する行為を知ったときは、弁護士等を通して通報できる

「内部通報・相談制度」を適切に整備し、コンプライアンス体制の充実を図る。

　また、社長直轄の内部監査部門を設置している。内部監査部門は、業務全般について、法令、定款及び社内規程

の遵守状況、職務の執行手続き及び内容の妥当性等について定期的に内部監査を実施し、社長に対してその報告を

行う。

　さらに、反社会的勢力に対しては、毅然たる態度で臨み、一切の関係を持たず、一切の不当な要求等に応じない

ことを基本方針とし、「川重冷熱工業企業倫理規則　行動準則」に明記するとともに、平素から警察等の外部専門

機関と緊密な連携をとり、担当部門を決めて会社全体として組織的に対処する。

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行の状況を記録するため、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書の保存・管理を確実に

行うとともに、その他重要な職務執行に係る情報については、社則に基づき適切な方法により、定められた期間、

保存・管理する。

 また、取締役、その他の権限ある者が必要に応じてそれらの情報を閲覧できる状態を維持する。

　秘密情報及び個人情報についても、社則に基づき適切な方法により保存・管理し、業務監査等により、その実効

性を確保する。

 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　リスク管理については、社長を委員長とする「リスク管理委員会」を設置して、リスク管理を充実させるための

各種施策を審議し、リスクへの対応状況及びリスク管理の運用状況をモニタリングする。

　また、経営戦略上の重要事項については、「決裁規則」により決裁ルールを明確にし、さらに必要により、販

売、輸出、品質、会計等各分野における詳細なルールを制定し、リスクの管理を行う。

　リスクが顕在化した際に備え、あらかじめ緊急事態における行動指針を定めるとともに、各事業所に危機管理責

任者を置き、損失を極小化するための体制を適切に整備する。

　重大なリスクが顕在化した際には、あらかじめ定められた報告ルートに基づき、速やかに最高危機管理者である

社長に報告する。

　大規模地震等の災害や感染症のパンデミック等が発生した際に備え、あらかじめ優先的に継続又は復旧する重要

業務を特定のうえ、当社の事業への影響を最低限に抑えるとともに、復旧までの時間を短縮するための事業継続計

画を定める。
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４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役の職務が効率的に行われることを確保するための体制として、「取締役会」を月１回定時に開催し、「取

締役会規則」に則り、業務執行の決定等を行う。「取締役会」の決定に基づく業務執行を効率的に行うため、組

織、職務、権限等の規則を整備する。加えて、「役員会」、「経営会議」を置き、重要な経営事項について、経営

層による適切な情報伝達と審議を行う。

　また、長期的ビジョンや中期経営計画及び短期経営計画に基づき各部門の目標を設定し、それにそって職務執行

を効率的に行う。

 

５．当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社は、川崎重工グループの一員として、『世界の人々の豊かな生活と地球環境の未来に貢献する“Global　

Kawasaki”』という親会社グループの「グループミッション（果たすべき使命・役割）」、「カワサキバ

リュー」、「グループ経営原則」及び「グループ行動指針」に示す経営理念を具現化するために、適切な組織の構

築、社内規定、ルールの整備、情報の伝達、及び適正な業務執行を確保する体制を整備・維持する。

　具体的には、親会社と経営情報・技術・人材交流を行うなどにより、グループの一員としてグループ経営に資す

るとともに、当社事業目的に相応しい独自の意思決定による企業運営を行い、法令遵守、経営の透明性を確保す

る。

　また、親会社の常勤監査役と当社の常勤監査役が意見交換を行うなど、グループとしての統制確立に努める。

 

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置く。

 

７．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項、及び使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事

　　項

　監査役の職務の執行を補助すべき使用人は監査役の指揮命令に服するものとし、その人事異動、人事考課及び懲

戒処分は、監査役会の事前の同意を必要とする。

 

８．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

　監査役は、「監査役会」で決議された監査計画及び監査業務の分担に従い、「取締役会」のほか「役員会」、

「経営会議」、その他重要な会議に出席する。合わせて、監査役は必要に応じて関係資料を閲覧する。

　取締役及び使用人は、これらの会議を通じてコンプライアンス・リスク管理・内部統制に関する事項を含め、当

社の経営及び事業運営上の重要事項並びにその職務遂行の状況等を監査役会に対して報告する。

　取締役及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した際には、直ちにその内容を監査役

会に報告する。

　社則に基づき、使用人は、社内稟議の回覧を通じて、監査役会に対して業務執行に関する報告を行う。

　内部監査部門及び会計監査人は、適時に、監査役会に対して、当社の監査状況についての報告及び情報交換を行

う。

 

９．前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　当社は、社則において、前項８．の報告を行った者に対する不公正・不利益な取扱いの禁止を規定する。

 

10．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は

 債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法に基づく費用の前払等の請求をしたときは、当該請求に

係る費用又は債務が監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理

する。

 

11．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　代表取締役と監査役は、相互の意思疎通を図るため、定期的に会合を開催するとともに、監査役は「取締役

会」、「役員会」、「経営会議」、その他重要な会議に出席し、取締役の職務執行に関して直接意見を述べる。

　取締役は、監査役が内部監査部門との連携を通じて、より実効的且つ効率的な監査を実施することが可能な体制

の構築に協力する。

　当社は、監査役の選任議案や監査役報酬について、法令・定款に従って必要な監査役会の同意又は決定を得る。
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12．財務報告の信頼性を確保するための体制

　財務報告の信頼性確保のために、当社の内部統制統括責任者である社長の指揮の下、財務に係る内部統制システ

ムの構築と運用を行う部門として、企画室内に内部統制推進部門を設置し、さらに社長直轄の内部監査部門が、財

務に係る内部統制システムの有効性の評価を実施する。

 

＜リスク管理体制の整備の状況＞

　当社では、全社で一定のリスク管理水準を確保するための「リスク管理規則」を制定しており、当該業務遂行部

門は、経営に重大な影響を及ぼす重要リスクの把握と対応を本規則に則り行うこととしております。

 

＜責任限定契約の内容の概要＞

　当社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役との間で、任務を怠ったことによる損害賠

償責任を限定する契約をできる旨を定めており、実際に会社法第427条第１項に定める損害賠償責任を限定する契

約を締結しております。

　その契約内容の概要は次のとおりであります。

　取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を

負う場合は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、その責任を負うこととなります。

 

②内部監査及び監査役監査の状況

＜内部監査＞

　内部監査に関して、内部監査部門である監査部（１名）は、当社の業務執行が、法規並びに社内ルールに基づい

て適切に運用されているか等の監査を定常的に行う等、内部統制機能の向上を図っております。また、監査役と監

査部は月次で情報交換を行っており、それぞれの監査結果・指摘事項等の情報を共有しております。

 

＜監査役監査＞

　監査役監査に関して、監査役は、取締役会及び経営会議等に出席するとともに、重要書類の閲覧や、代表取締役

との定期的会合、社内各部門の監査を通じて業務及び財産の状況の調査等を行っております。また、２名の社外監

査役により、経営監視機能の客観性及び中立性を確保するとともに、常勤監査役と他の監査役との情報共有を行

い、経営監視機能の充実を図っております。

 

＜会計監査＞

　会計監査については、当社の会計監査人である、有限責任 あずさ監査法人の財務諸表監査を受けております。

監査役及び監査役会は、会計監査人からの監査計画の概要、監査重点項目の報告を受け、監査役会からも会計監査

人に対し監査役監査計画の説明を行っております。監査結果については定期的に報告を受け、情報交換や意見交換

を行うなど連携を図っております。また、必要に応じて監査役が会計監査人の監査に立ち会うほか、会計監査人か

ら適宜監査に関する報告を受けております。有限責任 あずさ監査法人の監査の状況は以下のとおりです。

 

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び提出会社に係る継続監査年数

有限責任 あずさ監査法人　指定有限責任社員　業務執行社員　田中　基博

　　　　　　　　　　　　 指定有限責任社員　業務執行社員　青木　靖英

　なお、継続監査年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。

　また、監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士７名、その他６名であります。

 

＜内部監査、監査役監査、会計監査と内部統制推進部門の関係＞

　当社における内部統制は、内部統制推進部門がその企画立案機能を担うとともに、業務を遂行する各部門自ら

が、業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、法令等の遵守、資産の保全等の目的を達成し業務の適正を確保

するための活動を行う体制としております。内部監査については、監査部が独立的モニタリングとしての内部監査

を行っております。また、より中立的・独立的な観点から内部統制推進部門に対し監査役監査を実施するととも

に、さらに財務報告に関してはより専門的な見地から行う監査として会計監査人による会計監査を実施しておりま

す。
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③社外取締役及び社外監査役

＜社外取締役または社外監査役を選任するための提出会社からの独立性に関する基準または方針の内容＞

　社外取締役または社外監査役の選任にあたり、選任に関する基準はありませんが、選任にあたっては株式会社東

京証券取引所が開示を求める社外役員の独立性に関する事項を参考にしております。

 

＜社外取締役＞

　当社の社外取締役は２名であります。

　社外取締役　坂部　彰一氏は、川崎設備工業株式会社で社長・会長を歴任し、豊富な経営経験と空調設備業界に

ついての見識を有しており、適切な業務執行のための助言及び監督体制の強化を目的とし、選任しております。ま

た、同氏が使用人であった当社親会社の川崎重工業株式会社は、製品の販売その他につき取引関係がありますが、

同社との取引は当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件による通常の取引であり、社外取締役個人が特別な

利害関係を有していないことから、親会社からの独立性は確保されていると認識しております。なお、同氏は、株

式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

　社外取締役　秋岡　稔氏は、当社親会社の川崎重工業株式会社において管理部門を長く経験し、また、経理部

長・財務本部長を務められ経理・財務に関する深い見識を有しており、適切な業務執行のための助言及び監督体制

の強化を目的とし、選任しております。また、同氏が使用人であった当社親会社の川崎重工業株式会社は、製品の

販売その他につき取引関係がありますが、同社との取引は当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件による通

常の取引であり、社外取締役個人が特別な利害関係を有していないことから、親会社からの独立性は確保されてい

ると認識しております。なお、同氏は、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

 

＜社外監査役＞

　当社の社外監査役は２名であります。

　社外監査役　内藤　剛氏は当社親会社の川崎重工業株式会社での企画、管理部門、またＣＳＲ部門における幅広

い経験を有しており、適切な業務執行のための助言及び監督体制の強化を目的とし、選任しております。また、同

氏が使用人であった当社親会社の川崎重工業株式会社は、製品の販売その他につき取引関係がありますが、同社と

の取引は当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件による通常の取引であり、社外監査役個人が特別な利害関

係を有していないことから、親会社からの独立性は確保されていると認識しております。なお、同氏は、当社の株

式を2,000株保有しております。

　社外監査役　東風　龍明氏は弁護士であり、同氏の弁護士としての高い見識とさまざまな経験を活かし、公正か

つ独立した立場からの意見を取り入れることにより、監査機能を充実させることとしており、同氏が代表を務める

東風法律事務所と当社に利害関係はありません。なお、同氏は、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として

届け出ております。

 

④役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分 　報酬等の総額（千円）

　報酬等の種類別の総額

（千円）
対象となる
役員の員数
（人）年額報酬

　取締役（社外取締役を除く。） 　　　　　　　　　80,155 　　　　　　　　　80,155 　　　　　　　　　8

　社外役員 　　　　　　　　　15,962 　　　　　　　　　15,962 　　　　　　　　　2

（注）１　 退職慰労金は廃止しております。また、賞与及びストックオプションの支給はありません。

　　　２　 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与を含んでおりません。

　　　３　 社外取締役１名並びに社外監査役１名は無報酬であります。

 

ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　当社取締役及び監査役の報酬については、企業業績と企業価値の持続的な向上、及び優秀な人材の確保を目的と

して、各役員の職責に見合った報酬体系としております。取締役の報酬は、会社業績に連動して決定することを方

針とし、取締役会の委任を受けて社長が決定しています。

　監査役報酬は、その職務の独立性という観点から、業績連動を伴わない固定報酬とし、監査役会にて決定してい

ます。

　なお、上記取締役及び監査役の報酬は、株主総会で承認いただいた報酬枠の範囲内に収まるように設定し、運用

しております。
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⑤株式の保有状況

イ．純投資目的以外の目的で保有する投資株式の状況

　銘柄数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7銘柄

　貸借対照表計上額の合計額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　69,056千円

 

ロ．純投資目的以外の目的で保有する上場株式の状況

　前事業年度（平成28年３月31日）

　　特定投資株式

銘柄 　株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的

　レンゴー㈱ 71,000 40,328 業務上の関係を有するため保有している

　大日本印刷㈱ 6,684 6,684 業務上の関係を有するため保有している

　三谷産業㈱ 2,420 847 業務上の関係を有するため保有している

　日本合成化学工業㈱ 1,000 713 業務上の関係を有するため保有している

　第一生命保険㈱ 2,000 2,725 業務上の関係を有するため保有している

 

　当事業年度（平成29年３月31日）

　　特定投資株式

銘柄 　株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的

　レンゴー㈱ 71,000 45,653 業務上の関係を有するため保有している

　大日本印刷㈱ 6,684 8,020 業務上の関係を有するため保有している

　三谷産業㈱ 2,420 912 業務上の関係を有するため保有している

　第一生命ホールディングス㈱ 2,000 3,993 業務上の関係を有するため保有している

 

⑥その他

＜取締役の定数＞

　当社の取締役は、15名以内とする旨を定款に定めております。

 

＜取締役の選任の決議要件＞

　当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によらな

いとする旨を定款に定めております。

 

＜株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項＞

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得する

ことができる旨を定款に定めております。これは、自己株式の取得を取締役会の権限とすることにより、機動的な

資本政策の遂行が行えるようにすることを目的とするものであります。

 

＜中間配当＞

　当社は、会社法第454条第５項の規定により、機動的な配当政策を遂行できるよう、取締役会の決議によって毎

年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

 

＜株主総会の特別決議要件＞

　当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。これは、株主総会にお

ける特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく
報酬　（千円）

非監査業務に基づく
報酬　（千円）

監査証明業務に基づく
報酬　（千円）

非監査業務に基づく
報酬　（千円）

提出会社 19,980 － 21,000 －

計 19,980 － 21,000 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　会計監査人に対する報酬の額の決定に関する方針は、代表取締役が監査役会の同意を得て定める旨を定款に定め

ております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第46期事業年度（平成28年４月１日から平成29年３

月31日まで）の財務諸表について有限責任 あずさ監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について

　当社は、子会社がないため、連結財務諸表は作成しておりません。

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会

計基準機構へ加入し、研修への参加を行っております。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,600 5,806

受取手形 1,389,186 1,177,961

電子記録債権 397,283 698,626

売掛金 ※３ 4,598,403 ※３ 4,469,903

仕掛品 1,256,129 1,421,757

原材料及び貯蔵品 432,750 389,895

前払費用 24,675 25,438

繰延税金資産 299,848 283,873

短期貸付金 ※３ 102,341 ※３ 2,114,737

未収入金 26,845 7,309

その他 1,438 1,577

貸倒引当金 △9,767 △2,321

流動資産合計 8,525,736 10,594,565

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 675,627 668,297

構築物（純額） 218,236 203,385

機械及び装置（純額） 788,667 840,236

車両運搬具（純額） 5,429 10,784

工具、器具及び備品（純額） 202,258 187,517

土地 230,331 230,331

建設仮勘定 635 8,185

有形固定資産合計 ※１ 2,121,186 ※１ 2,148,736

無形固定資産   

商標権 － 343

ソフトウエア 239,716 220,017

ソフトウエア仮勘定 22,340 18,258

電話加入権 12,557 12,557

無形固定資産合計 274,613 251,176

投資その他の資産   

投資有価証券 61,774 69,056

破産更生債権等 4,875 4,821

差入保証金 128,933 128,118

関係会社出資金 631,447 －

繰延税金資産 780,786 847,133

その他 28,866 23,416

貸倒引当金 △7,232 △7,178

投資その他の資産合計 1,629,451 1,065,368

固定資産合計 4,025,250 3,465,281

資産合計 12,550,987 14,059,847
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 597,141 493,271

電子記録債務 1,805,410 2,264,373

買掛金 1,318,898 1,343,213

未払金 41,020 183,063

未払費用 323,780 409,727

未払法人税等 154,658 200,446

未払消費税等 319,162 273,881

前受金 199,076 219,797

預り金 20,885 21,315

賞与引当金 346,000 402,000

受注損失引当金 415,844 252,755

製品保証引当金 69,224 102,870

設備関係支払手形 93,752 42,437

流動負債合計 5,704,856 6,209,153

固定負債   

退職給付引当金 2,477,468 2,678,412

製品保証引当金 16,400 13,000

環境対策引当金 14,130 9,930

資産除去債務 15,310 5,810

固定負債合計 2,523,308 2,707,152

負債合計 8,228,164 8,916,306

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,460,500 1,460,500

資本剰余金   

資本準備金 1,228,500 1,228,500

資本剰余金合計 1,228,500 1,228,500

利益剰余金   

利益準備金 168,800 168,800

その他利益剰余金   

別途積立金 1,000,000 1,000,000

繰越利益剰余金 467,144 1,281,766

利益剰余金合計 1,635,944 2,450,566

自己株式 △22,836 △23,541

株主資本合計 4,302,108 5,116,025

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 20,714 27,515

評価・換算差額等合計 20,714 27,515

純資産合計 4,322,822 5,143,540

負債純資産合計 12,550,987 14,059,847
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 16,762,997 17,840,821

売上原価   

当期製品製造原価 ※３,※４ 12,640,506 ※３,※４ 13,110,463

合計 12,640,506 13,110,463

製品売上原価 12,640,506 13,110,463

売上総利益 4,122,491 4,730,357

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 1,069,300 1,061,880

福利厚生費 252,707 250,321

賞与引当金繰入額 95,894 108,032

退職給付費用 87,923 98,025

営業見積費 ※１ 810,627 ※１ 882,214

アフターサービス費 449,766 508,209

減価償却費 69,528 72,783

賃借料 78,357 81,992

旅費及び交通費 111,213 111,280

研究開発費 ※２ 235,267 ※２ 310,713

貸倒引当金繰入額 295 －

その他 449,502 477,474

販売費及び一般管理費合計 3,710,384 3,962,928

営業利益 412,106 767,429

営業外収益   

受取利息 490 1,094

受取配当金 1,840 1,845

受取保険金 2,705 2,505

環境対策引当金戻入額 57,415 7,680

貸倒引当金戻入額 32,182 5,581

その他 3,411 5,201

営業外収益合計 98,045 23,908

営業外費用   

支払利息 1,158 198

固定資産除却損 719 10,291

為替差損 17,727 6,149

その他 3,141 1,498

営業外費用合計 22,746 18,136

経常利益 487,405 773,201

特別利益   

関係会社出資金売却益 － 238,319

為替差益 － ※６ 93,754

特別利益合計 － 332,074

特別損失   

関係会社投資損失 ※５ 121,354 －

特別損失合計 121,354 －

税引前当期純利益 366,050 1,105,275

法人税、住民税及び事業税 197,000 241,000

法人税等調整額 29,942 △51,025

法人税等合計 226,942 189,974

当期純利益 139,107 915,301
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  4,431,602 31.3 4,749,943 32.0

Ⅱ　労務費  2,944,937 20.8 3,051,646 20.6

Ⅲ　経費  6,768,410 47.9 7,023,765 47.4

当期製造費用 ※１ 14,144,950 100.0 14,825,355 100.0

期首仕掛品たな卸高  1,173,460  1,256,129  

合計  15,318,411  16,081,484  

他勘定振替高 ※２ 1,421,775  1,549,263  

期末仕掛品たな卸高  1,256,129  1,421,757  

当期製品製造原価  12,640,506  13,110,463  

　（注）

前事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

※１　当期製造費用のうち、外注金額は5,975,825千

円であり、842,312千円は材料費に、5,133,512千

円は経費に計上されております。

※１　当期製造費用のうち、外注金額は6,427,638千

円であり、891,262千円は材料費に、5,536,376千

円は経費に計上されております。

※２　他勘定振替高の内訳は、 ※２　他勘定振替高の内訳は、
 

販売費及び一般管理費 1,396,881千円

固定資産 23,129千円

未収入金 1,764千円

計 1,421,775千円
 

 
  

販売費及び一般管理費 1,541,929千円

固定資産 7,333千円

計 1,549,263千円
 

であります。 であります。

 

原価計算の方法

　当社は個別原価計算制度を採用しております。原価は原則として実際額で計算されますが、直接労務費及び製

造間接費は予定率によって配賦し、予定額と実際額との差額は税法の規定に基づき処理しております。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

      (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 1,460,500 1,228,500 1,228,500 168,800 1,000,000 428,735 1,597,535

当期変動額        

剰余金の配当 － － － － － △100,698 △100,698

当期純利益 － － － － － 139,107 139,107

自己株式の取得 － － － － － － －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－ － － － － － －

当期変動額合計 － － － － － 38,409 38,409

当期末残高 1,460,500 1,228,500 1,228,500 168,800 1,000,000 467,144 1,635,944

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △21,025 4,265,509 18,137 18,137 4,283,646

当期変動額      

剰余金の配当 － △100,698 － － △100,698

当期純利益 － 139,107 － － 139,107

自己株式の取得 △1,810 △1,810 － － △1,810

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－ － 2,577 2,577 2,577

当期変動額合計 △1,810 36,599 2,577 2,577 39,176

当期末残高 △22,836 4,302,108 20,714 20,714 4,322,822

 

EDINET提出書類

川重冷熱工業株式会社(E01681)

有価証券報告書

35/70



当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

      (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 1,460,500 1,228,500 1,228,500 168,800 1,000,000 467,144 1,635,944

当期変動額        

剰余金の配当 － － － － － △100,678 △100,678

当期純利益 － － － － － 915,301 915,301

自己株式の取得 － － － － － － －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－ － － － － － －

当期変動額合計 － － － － － 814,622 814,622

当期末残高 1,460,500 1,228,500 1,228,500 168,800 1,000,000 1,281,766 2,450,566

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △22,836 4,302,108 20,714 20,714 4,322,822

当期変動額      

剰余金の配当 － △100,678 － － △100,678

当期純利益 － 915,301 － － 915,301

自己株式の取得 △705 △705 － － △705

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－ － 6,801 6,801 6,801

当期変動額合計 △705 813,916 6,801 6,801 820,718

当期末残高 △23,541 5,116,025 27,515 27,515 5,143,540
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 366,050 1,105,275

減価償却費 296,311 319,347

退職給付引当金の増減額（△は減少） 139,699 200,944

賞与引当金の増減額（△は減少） △12,000 56,000

製品保証引当金の増減額（△は減少） 16,830 30,245

貸倒引当金の増減額（△は減少） △163,242 △7,500

受注損失引当金の増減額（△は減少） 38,030 △163,089

環境対策引当金の増減額（△は減少） △58,000 △4,200

資産除去債務の増減額（△は減少） △630 △9,500

受取利息及び受取配当金 △2,331 △2,939

支払利息 1,158 198

為替差損益（△は益） 0 △93,754

固定資産除却損 719 10,291

関係会社出資金評価損 251,354 －

関係会社出資金売却益 － △238,319

売上債権の増減額（△は増加） 169,993 59,103

破産更生債権等の増減額（△は増加） 1,515 53

たな卸資産の増減額（△は増加） △53,811 △122,773

仕入債務の増減額（△は減少） △279,746 379,408

未払消費税等の増減額（△は減少） 44,126 △45,281

その他の流動資産の増減額（△は増加） 8,653 18,723

その他の流動負債の増減額（△は減少） 6,951 107,991

その他 △46 △2,848

小計 771,587 1,597,377

利息及び配当金の受取額 2,331 2,939

利息の支払額 △1,158 △198

法人税等の支払額 △211,832 △219,377

営業活動によるキャッシュ・フロー 560,926 1,380,741

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △333,955 △188,194

無形固定資産の取得による支出 △57,856 △52,572

関係会社出資金の売却による収入 － 963,521

ゴルフ会員権の売却による収入 － 8,620

差入保証金の増減額（△は増加） 2,696 814

その他 46 91

投資活動によるキャッシュ・フロー △389,068 732,282

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △99,711 △100,716

その他 △1,810 △705

財務活動によるキャッシュ・フロー △101,521 △101,421

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 70,336 2,011,602

現金及び現金同等物の期首残高 38,605 108,941

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 108,941 ※１ 2,120,543
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

…事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算定）により評価しております。

時価のないもの

…移動平均法による原価法により評価しております。

２　デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

　時価法により評価しております。

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）製品・仕掛品

　個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）により評価しております。

(2）原材料・貯蔵品

　移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）により評価しております。

４　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定額法によっております。

　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

　ただし、機械及び装置、並びに工具については、経済的耐用年数によっております。

(2）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

　ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

５　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3）受注損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末の未引渡工事のうち、損失が発生すると見込ま

れ、かつ、当事業年度末時点で当該損失額を合理的に見積もることが可能な工事について、損失見積額を計

上しております。

(4）製品保証引当金

　保証期間中の製品に係る保証費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎に当事業年度の売上に対応する

保証費用の見積額を計上し、保証期間に亘り均等に取崩すこととしております。また、保証期間にかかわら

ず当社が履行義務を負う保証工事については個別に保証費用の見積額を計上しております。

(5）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

　なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

　また、過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(6）環境対策引当金

　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によって処理することが義務付けられ

ているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、処理費用の見積額を計上しております。
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６　収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

…工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

その他の工事

…工事完成基準

７　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金等及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する短期的な投資であります。

８　その他財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理の方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当

事業年度から適用しております。
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（貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

有形固定資産の減価償却累計額 7,042,972千円 7,110,128千円

 

　２　保証債務

次の関係会社について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

同方川崎節能設備有限公司 823,795千円 －千円

 

※３　関係会社に対する金銭債権

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

売掛金 380,996千円 405,197千円

短期貸付金 102,341千円 2,114,737千円

 

　４　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため親会社川崎重工業株式会社と極度貸付契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

極度貸付契約及び貸出コミットメント

契約の総額
2,600,000千円 2,350,000千円

借入実行残高 －千円 －千円

差引額 2,600,000千円 2,350,000千円

 

（損益計算書関係）

※１　営業見積費とは、設計部門及び工事部門が顧客からの引合案件について、予備的調査並びにコスト積算

をするのに要する費用であります。

 

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

 235,267千円  310,713千円

 

※３　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、たな卸資産評価損は売上原価に含まれて

おります。(△は戻入額)

前事業年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
　　至　平成29年３月31日）

7,786千円 6,744千円

 

※４　売上原価に含まれる受注損失引当金繰入額(△は戻入額)

前事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

38,030千円 △163,089千円
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※５　関係会社投資損失

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

　当社の関係会社である同方川崎節能設備有限公司（中国）に対する出資金の実質価額が著しく低下した

こと等により、同社に対する投融資の評価を見直した結果、計上したものであり、その内訳は次のとおり

であります。

　　関係会社出資金評価損　　　　　251,354千円

　　関係会社貸倒引当金戻入額　　△130,000千円

　　関係会社投資損失（特別損失）　121,354千円

 

※６　為替差益

当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　関係会社出資金の売却代金に係る為替差益であります。

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 16,830,000 － － 16,830,000

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 46,978 3,199 － 50,177

（変動事由の概要）

　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加　3,199株

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 100,698 6.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 100,678 6.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日
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当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 16,830,000 － － 16,830,000

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 50,177 1,099 － 51,276

（変動事由の概要）

　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加　1,099株

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 100,678 6.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 151,008 9.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

現金及び預金勘定 6,600千円 5,806千円

短期貸付金に含まれる親会社預け金 102,341千円 2,114,737千円

現金及び現金同等物 108,941千円 2,120,543千円
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社は、資金調達及び運用については、川崎重工グループで運用されておりますＣＭＳ（キャッシュ・マ

ネジメント・システム）によって行っております。

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、与信管理規程に従い、債権管理部門が取引先の状況を把握し、取引先ごとに期日管理及び残

高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や貸倒の軽減を図っております。

　投資有価証券は、主として業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されてお

りますが、上場株式については四半期ごとに時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握し、取引先企業

との関係を勘案して保有状況を継続的に確認しております。

　営業債務である支払手形、電子記録債務、買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。また、

営業債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社は月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管

理しております。

(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含まれておりません((注)２．参照)。

 

　前事業年度（平成28年３月31日）

 
貸借対照表計上額(*)

（千円）
時価(*)（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 6,600 6,600 －

(2) 受取手形 1,389,186 1,389,186 －

(3) 電子記録債権 397,283 397,283 －

(4) 売掛金 4,598,403 4,598,403 －

(5) 短期貸付金 102,341 102,341 －

(6) 投資有価証券

　　 その他有価証券

 

51,297

 

51,297

 

－

(7) 支払手形 (597,141) (597,141) －

(8) 電子記録債務 (1,805,410) (1,805,410) －

(9) 買掛金 (1,318,898) (1,318,898) －

(10) 未払金 (41,020) (41,020) －

　　(*)負債に計上されているものについては、(　)で示しております。

 

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1)現金及び預金、(2)受取手形、(3)電子記録債権、(4)売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(5)短期貸付金

　短期貸付金はＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）の運用に伴う親会社貸付金であり、

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(6)投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価

証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

(7)支払手形、(8)電子記録債務、(9)買掛金、(10)未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。
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(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　区分 貸借対照表計上額（千円）

　非上場株式 10,477

　差入保証金 128,933

　関係会社出資金 631,447

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから上表に

は含めておりません。

 

　当事業年度（平成29年３月31日）

 
貸借対照表計上額(*)

（千円）
時価(*)（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 5,806 5,806 －

(2) 受取手形 1,177,961 1,177,961 －

(3) 電子記録債権 698,626 698,626 －

(4) 売掛金 4,469,903 4,469,903 －

(5) 短期貸付金 2,114,737 2,114,737 －

(6) 投資有価証券

　　 その他有価証券

 

58,579

 

58,579

 

－

(7) 支払手形 (493,271) (493,271) －

(8) 電子記録債務 (2,264,373) (2,264,373) －

(9) 買掛金 (1,343,213) (1,343,213) －

(10) 未払金 (183,063) (183,063) －

　　(*)負債に計上されているものについては、(　)で示しております。

 

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1)現金及び預金、(2)受取手形、(3)電子記録債権、(4)売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(5)短期貸付金

　短期貸付金はＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）の運用に伴う親会社貸付金であり、

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(6)投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価

証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

(7)支払手形、(8)電子記録債務、(9)買掛金、(10)未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

 

(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　区分 貸借対照表計上額（千円）

　非上場株式 10,477

　差入保証金 128,118

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから上表に

は含めておりません。
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３．金銭債権の決算日後の償還予定額

　　前事業年度（平成28年３月31日）

 １年以内（千円）

現金及び預金 6,600

受取手形 1,389,186

電子記録債権 397,283

売掛金 4,598,403

短期貸付金 102,341

合計 6,493,813

 

　　当事業年度（平成29年３月31日）

 １年以内（千円）

現金及び預金 5,806

受取手形 1,177,961

電子記録債権 698,626

売掛金 4,469,903

短期貸付金 2,114,737

合計 8,467,034

 

４．社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

　　前事業年度（平成28年３月31日）

　　　該当事項はありません。

 

　　当事業年度（平成29年３月31日）

　　　該当事項はありません。

 

（有価証券関係）

１．その他有価証券

　前事業年度（平成28年３月31日）

 
種類
 

貸借対照表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
　株式 48,572 26,250 22,321

貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
　株式 2,725 2,800 △75

合計  51,297 29,050 22,246

（注）　非上場株式（貸借対照表計上額　10,477千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表には含めておりません。

 

　当事業年度（平成29年３月31日）

 
種類
 

貸借対照表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
　株式 58,579 28,877 29,701

貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
　株式 － － －

合計  58,579 28,877 29,701

（注）　非上場株式（貸借対照表計上額　10,477千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表には含めておりません。
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２．売却したその他有価証券

　前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

　　該当事項はありません。

 

　当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

　株式 910 737 －

合計 910 737 －

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。なお、確定拠出型年金とキャッシュバ

ランスプラン（市場金利連動型年金）を導入し、退職一時金の一部を積み立てております。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 

前事業年度
（自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日

至　平成29年３月31日）

退職給付債務の期首残高 3,163,843千円 3,600,347千円

勤務費用 198,247 224,429

利息費用 47,457 36,003

数理計算上の差異の発生額 306,168 61,400

退職給付の支払額 △115,370 △104,761

退職給付債務の期末残高 3,600,347 3,817,419

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 

前事業年度
（自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日

至　平成29年３月31日）

年金資産の期首残高 467,854千円 503,595千円

期待運用収益 14,035 15,107

数理計算上の差異の発生額 △17,939 △11,454

事業主からの拠出額 47,880 49,473

退職給付の支払額 △8,235 △14,832

年金資産の期末残高 503,595 541,889
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(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

 
前事業年度

　（平成28年３月31日）
当事業年度

　（平成29年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 601,753千円 665,059千円

年金資産 △503,595 △541,889

 98,158 123,170

非積立型制度の退職給付債務 2,998,593 3,152,360

未積立退職給付債務 3,096,752 3,275,530

未認識数理計算上の差異 △582,284 △566,116

未認識過去勤務費用 △36,998 △31,001

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,477,468 2,678,412

   

退職給付引当金 2,477,468 2,678,412

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,477,468 2,678,412

 

(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

前事業年度
（自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日

至　平成29年３月31日）

勤務費用 198,247千円 224,429千円

利息費用 47,457 36,003

期待運用収益 △14,035 △15,107

数理計算上の差異の費用処理額 57,047 89,024

過去勤務費用の費用処理額 5,997 5,997

その他 4,792 3,704

確定給付制度に係る退職給付費用 299,506 344,051

 

(5）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前事業年度

　（平成28年３月31日）
当事業年度

　（平成29年３月31日）

株式 10％ 10％

債券 38 37

一般勘定 31 35

その他 21 18

合　計 100 100

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成す

る多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(6）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

 
前事業年度

　（平成28年３月31日）

当事業年度

　（平成29年３月31日）

割引率 1.0％ 0.9％

長期期待運用収益率 3.0％ 3.0％

予想昇給率 6.7％ 6.7％

 

３．確定拠出制度

　当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度16,541千円、当事業年度16,901千円であります。
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（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 前事業年度
（平成28年３月31日）

 当事業年度
（平成29年３月31日）

（繰延税金資産）    

賞与引当金 106,194千円  123,381千円

未払社会保険料 16,696  19,428

退職給付引当金 754,762  815,882

受注損失引当金 127,630  77,575

製品保証引当金 26,248  35,532

関係会社出資金評価損 153,767  －

未払事業税 12,854  16,873

その他 55,116  61,323

繰延税金資産　小計 1,253,269  1,149,998

評価性引当額 △171,101  △16,804

繰延税金資産　合計 1,082,168  1,133,193

（繰延税金負債）    

その他有価証券評価差額金 1,532  2,186

繰延税金負債　合計 1,532  2,186

繰延税金資産の純額 1,080,635  1,131,007

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 前事業年度
（平成28年３月31日）

 当事業年度
（平成29年３月31日）

法定実効税率 32.8％  30.7％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.3  1.4

住民税均等割 5.7  1.9

税額控除 △5.3  △1.9

評価性引当額 10.2  △14.0

税率変更 14.8  －

その他 △0.5  △0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 62.0  17.2
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（持分法損益等）

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

関連会社に対する投資の金額 631,447千円 －千円

持分法を適用した場合の投資の金額 526,084千円 －千円

 

 
前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

持分法を適用した場合の投資損失(△)の
金額

△499,469千円 △90,643千円

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

　資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

　１．当該資産除去債務の概要

　当社が保有する有形固定資産の中には、その解体・撤去時に「石綿障害予防規則」に基づく処理が必

要なアスベストが含まれているものがあり、当該処理費用（固定資産の使用中に修繕を通じて前述の有

害物質が除去されるものを除く）について資産除去債務を計上しております。

 

　２．当該資産除去債務の算定方法

　耐用年数が経過しているものの使用可能であり、今後も用役提供から除外される予定がない等である

ため、割引計算を実施せず、合理的に見積られた金額を資産除去債務に計上しております。

　なお、ＰＣＢが含まれている有形固定資産については用役提供から除外されているため、その処理費

用は環境対策引当金に計上しております。

 

　３．当該資産除去債務の総額の増減

 
前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

期首残高 15,940千円 15,310千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 － －

時の経過による調整額 － －

資産除去債務の履行による減少額 － －

その他増減額（△は減少） △630 △9,500

期末残高 15,310 5,810

（注）「その他増減額」は、用役提供から除外されたことによる環境対策引当金への振替額でありま

す。

 

（賃貸等不動産関係）

　賃貸等不動産について、注記すべき重要な事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、製品・サービス別に包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており、「空調事業」、「ボイラ事

業」の２つを報告セグメントとしております。

　「空調事業」は、吸収冷温水機・冷凍機等の製造・販売、改修改造工事・メンテナンスまでを一貫して行って

おります。

　「ボイラ事業」は、汎用ボイラ等の製造・販売、改修改造工事・メンテナンスまでを一貫して行っておりま

す。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と同一であります。報

告セグメントの利益は、損益計算書の売上総利益であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

　前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

   （単位：千円）

 報告セグメント

 空調事業 ボイラ事業 計

売上高 11,107,223 5,655,774 16,762,997

セグメント利益 3,233,172 889,319 4,122,491

セグメント資産 7,408,955 3,424,623 10,833,578

その他の項目    

減価償却費 153,669 73,114 226,783

有形固定資産及び無形固定資産の
増加額

317,250 120,996 438,246

（注）セグメント利益は、損益計算書の売上総利益と一致しております。

 

　当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

   （単位：千円）

 報告セグメント

 空調事業 ボイラ事業 計

売上高 11,635,739 6,205,081 17,840,821

セグメント利益 3,605,545 1,124,812 4,730,357

セグメント資産 6,369,749 3,714,527 10,084,276

その他の項目    

減価償却費 165,855 80,708 246,563

有形固定資産及び無形固定資産の
増加額

163,841 111,158 274,999

（注）セグメント利益は、損益計算書の売上総利益と一致しております。
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４．報告セグメント合計額と財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 前事業年度 当事業年度

報告セグメント計 4,122,491 4,730,357

販売費及び一般管理費 3,710,384 3,962,928

財務諸表の営業利益 412,106 767,429

 

（単位：千円）

資産 前事業年度 当事業年度

報告セグメント計 10,833,578 10,084,276

全社（共通） 1,717,408 3,975,570

財務諸表の資産合計 12,550,987 14,059,847

（注）全社（共通）は、各報告セグメントに配分していない営業及び管理部門のものであります。

 

（単位：千円）

その他の項目
報告セグメント計 調整額 財務諸表計上額

前事業年度 当事業年度 前事業年度 当事業年度 前事業年度 当事業年度

減価償却費 226,783 246,563 69,528 72,783 296,311 319,347

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

438,246 274,999 39,515 53,065 477,761 328,064

（注）調整額は、各報告セグメントに配分していない全社（共通）の資産に係るものであります。
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【関連情報】

前事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一であるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　単一の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の10％以上に該当する顧客がないため、記載を省略

しております。

 

当事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一であるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　単一の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の10％以上に該当する顧客がないため、記載を省略

しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．関連当事者との取引

（１）　財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権
等の被
所有割
合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
川崎重
工業㈱

神戸市

中央区

104,484,658

 

船舶海洋、車

両、航空宇宙、

ガスタービン・

機械、プラン

ト・環境、モー

ターサイクル＆

エンジン、精密

機械、その他の

各事業

直接

83.53

 

当社製品の販売

役員の転籍

空調機器・
ボイラ等の
販売

840,147 売掛金 271,881

資金の貸付

受取利息

161,460

490
短期
貸付金

102,341

資金の借入

支払利息

317,868

942

　（注）１　取引金額には消費税は含まず、期末残高には消費税を含んでおります。

　　　　２　取引条件及び取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、当社の採算を考慮の上、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によって

おります。

３　資金の貸付、借入に係る取引は、川崎重工グループで運用されておりますＣＭＳ（キャッシュ・マネジメン

ト・システム）による資金の貸借取引であり、取引金額は期中平均残高を記載しております。

４　受取利息及び支払利息に係る取引は、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

 

　（２）　財務諸表提出会社の関連会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千ドル)

事業の内容
又は職業

出資の
割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

関連

会社

同方川崎節能
設備有限公司

中国

河北省

廊坊市

31,420

吸収冷温水

機・冷凍機、

吸収式ヒート

ポンプの製

造、販売、メ

ンテナンス

50.0

当社製品の販売

役員の兼任

債務保証

債務保証 823,795 － －

　（注）１　取引金額には消費税等は含んでおりません。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、当社の採算を考慮の上、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によって

おります。

３　同方川崎節能設備有限公司の金融機関借入金に対し債務保証をしております。

４　当事業年度において130,000千円の貸倒引当金戻入額を計上しております。
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（３）　財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権
等の被
所有割
合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の

親会社

をもつ

会社

川重商事㈱
神戸市

中央区
600,000

産業機械、空

調機器、舶用

機械、航空機

器、石油製

品、鉄鋼製品

の販売

なし

当社製品の

販売

原材料等の

仕入

空調機器・
ボイラ等の
販売、メン
テナンス
原材料等の
仕入

 
767,901

 

受取手形 299,184

売掛金 163,650

　（注）１　取引金額には消費税は含まず、期末残高には消費税を含んでおります。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、当社の採算を考慮の上、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によって

おります。

 

２．親会社及び重要な関連会社に関する情報

（１）　親会社情報

川崎重工業株式会社（東京・名古屋証券取引所に上場）

 

（２）　重要な関連会社の要約財務情報

　当事業年度において、重要な関連会社は同方川崎節能設備有限公司であり、その要約財務情報（2015

年12月期）は以下のとおりであります。

流動資産合計 4,268,242千円

固定資産合計 1,003,569千円
 

流動負債合計 3,803,508千円

固定負債合計 205,408千円
 

純資産合計 1,262,895千円
 

売上高 2,916,251千円

税引前当期純損失 △881,085千円

当期純損失 △967,311千円
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当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．関連当事者との取引

（１）　財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権
等の被
所有割
合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
川崎重
工業㈱

神戸市

中央区

104,484,658

 

船舶海洋、車

両、航空宇宙、

ガスタービン・

機械、プラン

ト・環境、モー

ターサイクル＆

エンジン、精密

機械、その他の

各事業

直接

83.53

 

当社製品の販売

役員の転籍

空調機器・
ボイラ等の
販売

1,142,436 売掛金 405,197

資金の貸付

受取利息

667,039

1,094
短期
貸付金

2,114,737

資金の借入

支払利息

119,212

80

　（注）１　取引金額には消費税は含まず、期末残高には消費税を含んでおります。

　　　　２　取引条件及び取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、当社の採算を考慮の上、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によって

おります。

３　資金の貸付、借入に係る取引は、川崎重工グループで運用されておりますＣＭＳ（キャッシュ・マネジメン

ト・システム）による資金の貸借取引であり、取引金額は期中平均残高を記載しております。

４　受取利息及び支払利息に係る取引は、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

 

（２）　財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権
等の被
所有割
合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の

親会社

をもつ

会社

川重商事㈱
神戸市

中央区
600,000

産業機械、空

調機器、舶用

機械、航空機

器、石油製

品、鉄鋼製品

の販売

なし

当社製品の

販売

原材料等の

仕入

空調機器・
ボイラ等の
販売、メン
テナンス

 
763,211

 

受取手形 434,471

売掛金 91,435

 

　（注）１　取引金額には消費税は含まず、期末残高には消費税を含んでおります。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、当社の採算を考慮の上、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によって

おります。

 

２．親会社及び重要な関連会社に関する情報

（１）　親会社情報

川崎重工業株式会社（東京・名古屋証券取引所に上場）
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（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 257.62円 306.55円

１株当たり当期純利益金額 8.28円 54.55円

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 4,322,822 5,143,540

普通株式に係る純資産額（千円） 4,322,822 5,143,540

普通株式の発行済株式数（千株） 16,830 16,830

普通株式の自己株式数（千株） 50 51

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株

式の数（千株）
16,779 16,778

 

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当期純利益（千円） 139,107 915,301

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る当期純利益(千円) 139,107 915,301

普通株式の期中平均株式数(千株) 16,780 16,779
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（重要な後発事象）

（単元株式数の変更及び株式併合）

　当社は、平成29年４月28日開催の取締役会において、単元株式数の変更及び定款の一部変更について決議

するとともに、平成29年６月29日開催の第46期定時株主総会に株式併合に関する議案を付議することを決議

し、同株主総会において承認されました。

 

(1) 単元株式数の変更及び株式併合の目的

　全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、すべての国内上場会社の普通株式の

売買単位である単元株式数を100株に統一することを目指しています。当社は、株式会社東京証券取引所に

上場する企業としてこの趣旨を尊重し、当社株式の単元株式数を1,000株から100株に変更することとし、併

せて、中長期的な株価変動を勘案しつつ、全国証券取引所が望ましいとしている投資単位（５万円以上50万

円未満）の水準に調整することを目的に株式併合を実施するものであります。

 

(2) 単元株式数の変更の内容

　平成29年10月１日をもって、当社の単元株式数を現在の1,000株から100株に変更いたします。

 

(3) 株式併合の内容

①　株式併合する株式の種類

　普通株式

②　株式併合の方法・割合

　平成29年10月１日をもって、平成29年９月30日の最終株主名簿に記録された株主の所有株式数を普通株

式２株につき１株の割合で併合いたします。

 

③　株式併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成29年９月30日） 16,830,000株

株式併合により減少する株式数 8,415,000株

株式併合後の発行済株式総数 8,415,000株

（注）「株式併合により減少する株式数」及び「株式併合後の発行済株式総数」は、併合前の発行済株式総数及び併

合割合に基づき算出した理論値です。

④　１株未満の端数が生じる場合の処理

　株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合は、会社法第235条の規定に基づき当社が一括して

処分し、その処分代金を端数が生じた株主に対して、端数の割合に応じて交付いたします。

 

(4) 単元株式数の変更及び株式併合の日程

取締役会決議日 平成29年４月28日

株主総会決議日 平成29年６月29日

単元株式数の変更及び株式併合 平成29年10月１日

 

(5) １株当たり情報に及ぼす影響

　当該株式併合が前事業年度の期首に実施されたと仮定した場合の、前事業年度及び当事業年度における１

株当たり情報は以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 515.24円 613.10円

１株当たり当期純利益金額 16.57円 109.10円

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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⑤【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期
末残高
(千円)

有形固定資産        

建物 2,743,987 40,146 1,596 2,782,536 2,114,239 47,330 668,297

構築物 1,013,162 7,700 11,334 1,009,527 806,142 19,415 203,385

機械及び装置 3,698,959 167,360 125,086 3,741,233 2,900,997 111,413 840,236

車両運搬具 102,141 7,700 8,100 101,741 90,956 2,344 10,784

工具、器具及び備品 1,374,942 44,822 34,455 1,385,309 1,197,792 59,153 187,517

土地 230,331 － － 230,331 － － 230,331

建設仮勘定 635 275,279 267,729 8,185 － － 8,185

有形固定資産計 9,164,158 543,009 448,302 9,258,865 7,110,128 239,658 2,148,736

無形固定資産        

商標権 － 362 － 362 18 18 343

ソフトウエア 970,959 59,972 － 1,030,932 810,914 79,671 220,017

ソフトウエア仮勘定 22,340 56,252 60,334 18,258 － － 18,258

電話加入権 12,557 － － 12,557 － － 12,557

無形固定資産計 1,005,856 116,587 60,334 1,062,109 810,932 79,689 251,176

　（注）１　当期増加額の主なものは次のとおりであります。

機械及び装置 タレットパンチプレス １式 47,990千円  

機械及び装置 プロジェクション溶接装置 １式 34,500千円  

建設仮勘定 増加額の主なものは、上記各資産の増加に対応するものであります。  

２　当期償却額の内訳は次のとおりであります。

製造原価 246,563千円  

販売費及び一般管理費 72,783千円  

計 319,347千円  
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【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

　該当事項はありません。

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 17,000 － 1,918 5,581 9,500

賞与引当金 346,000 402,000 346,000 － 402,000

受注損失引当金 415,844 208,813 371,902 － 252,755

製品保証引当金 85,625 110,459 80,213 － 115,870

環境対策引当金 14,130 9,500 6,020 7,680 9,930

　（注）１　貸倒引当金の当期減少額欄の「その他」欄の金額は、債権の回収によるものであります。

２　環境対策引当金の当期減少額欄の「その他」欄の金額は、処理費用の再見積によるものであります。

 

【資産除去債務明細表】

　当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首及び当事業年度末における

負債及び純資産の合計額の100分の１以下のため、財務諸表等規則第125条の２の規定に基づき、記載を省略して

おります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

１　資産の部

(イ）現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 1,027

預金  

当座預金 611

普通預金 4,167

小計 4,778

合計 5,806

 

(ロ）受取手形

イ　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

川重商事㈱ 434,471

㈱レイダン 70,524

角南商事㈱ 57,622

松本テクニコ㈱ 57,060

日製電機㈱ 29,160

その他 529,123

合計 1,177,961

 

ロ　期日別内訳

期日 金額（千円）

平成29年４月 55,506

平成29年５月 469,853

平成29年６月 337,704

平成29年７月 225,574

平成29年８月 89,322

合計 1,177,961
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(ハ）電子記録債権

イ　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

東テク㈱ 209,368

㈱ナゴヤ保缶化学工業社 104,382

東海紙器㈱ 98,225

㈱カワサキマシンシステムズ 60,376

日本空調サービス㈱ 24,736

その他 201,537

合計 698,626

 

ロ　期日別内訳

期日 金額（千円）

平成29年４月 117,575

平成29年５月 201,524

平成29年６月 155,102

平成29年７月 71,505

平成29年８月 140,876

平成29年９月 12,042

合計 698,626

 

(ニ）売掛金

イ　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

川崎重工業㈱ 405,197

二葉産業㈱ 119,240

川重商事㈱ 91,435

㈱ＮＡＡファシリティーズ 83,857

㈱レイダン 78,062

その他 3,692,109

合計 4,469,903

 

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

× 100
(A) ＋ (B)

 

 
 (A) ＋ (D) 

 2  

 (B)  

 365  
 

4,598,403 19,261,059 19,389,559 4,469,903 81.3 85.9

　（注）　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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(ホ）仕掛品

品目 金額（千円）

空調機器 964,781

汎用ボイラ 408,571

改修改造工事・メンテナンス 48,404

合計 1,421,757

 

(ヘ）原材料及び貯蔵品

品目 金額（千円）

原材料  

　主要材料 102,385

　補助材料 16,425

　購入部品 190,550

　加工外注品 75,501

小計 384,863

貯蔵品  

　燃料・油・塗料・消耗品 5,032

小計 5,032

合計 389,895

 

(ト）繰延税金資産

　繰延税金資産は、流動資産と固定資産の合計で1,131,007千円であり、その内容については「１　財務諸

表等　(1）財務諸表　注記事項（税効果会計関係）」に記載しております。

 

(チ）短期貸付金

相手先 金額（千円）

川崎重工業㈱ 2,114,737

合計 2,114,737
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２　負債の部

(イ）支払手形

イ　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

堀川総合サービス㈱ 72,220

宇津商事㈱ 57,851

㈱テイエルブイ 22,875

丸熱産業㈱ 20,365

㈱ハマ・プラントサービス 18,933

その他 301,025

合計 493,271

 

ロ　期日別内訳

期日 金額（千円）

平成29年４月 161,004

平成29年５月 123,084

平成29年６月 86,573

平成29年７月 107,278

平成29年８月 12,434

平成29年９月 2,897

合計 493,271

 

(ロ）電子記録債務

イ　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱ナゴヤ保缶化学工業社 77,875

栗田工業㈱ 74,073

㈱シガＭＥＣ 67,463

㈱帝国電機製作所 64,785

㈱二葉工業所 55,914

その他 1,924,261

合計 2,264,373
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ロ　期日別内訳

期日 金額（千円）

平成29年４月 706,597

平成29年５月 555,129

平成29年６月 425,858

平成29年７月 416,893

平成29年８月 120,572

平成29年９月 39,322

合計 2,264,373

 

(ハ）買掛金

相手先 金額（千円）

平和金属㈱ 281,141

㈱サプラ 74,251

四国工販㈱ 27,575

清水冷熱㈱ 26,358

川重商事㈱ 25,778

その他 908,107

合計 1,343,213

 

(ニ）退職給付引当金

　退職給付引当金の残高は2,678,412千円であり、その内容については「１　財務諸表等　(1）財務諸表　

注記事項（退職給付関係）」に記載しております。
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（３）【その他】

当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（千円） 3,991,922 7,884,046 12,803,698 17,840,821

税引前四半期（当期）純利益金額又は

税引前四半期純損失金額(△)（千円）
△53,514 194,458 758,200 1,105,275

四半期（当期）純利益金額又は四半期

純損失金額(△)（千円）
△33,514 134,458 645,200 915,301

１株当たり四半期（当期）純利益金額

又は１株当たり四半期純損失金額(△)

（円）

△1.99 8.01 38.45 54.55

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額又は１株

当たり四半期純損失金額(△)（円）
△1.99 10.01 30.43 16.09
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
期末配当　３月31日

なお、中間配当を行う場合は、９月30日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 三井住友信託銀行株式会社　本店及び全国各支店

買取手数料

１単元当りの売買委託手数料相当額として次に定める金額を、買取った単

元未満株式数で按分した額

１単元当り買取価格の100万円以下の金額につき 1.150％

１単元当り買取価格の100万円を超え500万円以下の

金額につき
0.900％

ただし、１単元当りの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円と

する。

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない

事由によって電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載

して行う。なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しております。

(URL http:/www.khi.co.jp/corp/kte/)

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）１　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の

規定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当を受

ける権利以外の権利を有しておりません。

　（注）２　平成29年４月28日開催の取締役会決議により、１単元の株式数を1,000株から100株に変更しております。な

お、実施日は平成29年10月１日であります。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】
　　　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第45期） （自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）平成28年６月30日近畿財務局長に提出
(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成28年６月30日近畿財務局長に提出
(3）四半期報告書及び確認書

（第46期第１四半期）（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）平成28年８月８日近畿財務局長に提出
（第46期第２四半期）（自　平成28年７月１日　至　平成28年９月30日）平成28年11月８日近畿財務局長に提出
（第46期第３四半期）（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）平成29年２月８日近畿財務局長に提出

(4）臨時報告書

平成28年７月１日近畿財務局長に提出
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づ
く臨時報告書であります。
 

平成28年11月24日近畿財務局長に提出
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状
況に著しい影響を与える事象）に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 平成29年６月29日

川重冷熱工業株式会社  

 取締役会　御中  

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　　基博　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 青木　　靖英　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる川重冷熱工業株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第46期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細

表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、川重冷熱

工業株式会社の平成29年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、川重冷熱工業株式会社の平成

29年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、川重冷熱工業株式会社が平成29年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　※　１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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